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１ 　 アンケート 及び関係団体ヒ アリ ング調査の概要
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１ アンケート及び関係団体ヒアリング調査の概要

図表 アンケート及び関係団体ヒアリング調査の概要

自治体アンケート

調査対象 多摩・島しょ地域の 市町村

調査方法 広報担当部署へメールで配付・回収

調査期間 年７月 日～７月 日

調査結果 配付数 件 回収数 件

住民アンケート

調査対象 多摩・島しょ地域在住者

調査方法 インターネットアンケート。はじめにスクリーニング調査を行い、 年以内に

自治体から情報を受け取った方を対象に本調査を実施。

調査期間 スクリーニング調査： 年８月４日～８月 日

本調査： 年８月４日～８月 日

有効回答

数

スクリーニング調査回答者 件。本調査回答者 件。

本調査では、年代（ 歳代・ 歳代・ 歳代・ 歳代・ 歳以上）と性別

（男性・女性）が均等になるよう割付、回収

高齢者住民アンケート

調査対象 歳以上の多摩地域在住者（男女各 人）

調査方法 インターネット調査によるバイアスを回避するため、紙による調査票を郵送

配付回収。一部電話により聞き取り実施。

調査期間 年８月 日～８月 日

調査結果 配付数 件 回収数 件

外国人関連ヒアリング調査

調査対象 国分寺市国際協会、国分寺市人権平和課

調査方法 面会によるヒアリング調査

調 査 日 年 月 日

障害者関連ヒアリング調査

調査対象 日本盲人社会福祉施設協議会（社会福祉法人東京点字出版所）

調査方法 面会によるヒアリング調査

調 査 日 年 月 日
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２ 　 自治体アンケート

（ １ ） 多摩・ 島し ょ 自治体が活用し ている情報発信媒体の現状と 課題

 ①活用し ている主な情報発信媒体

● 自治体が活用する 主な情報発信媒体は、「 広報紙」、「 公式ホームページ」、「 T w itter」。

ポイ ント

　 自治体が発信する 情報は主に５ つ。 ①まちの施策、 取組内容などの行政一般情報、 ②イ ベ

ント や行事、 講習会などの参加呼びかけ・ 募集に関する情報、 ③保育、 福祉、 税金・ 給付金、

戸籍・ 住民票などの手続き ・ 申請に関する 情報、 ④災害時の最寄り の避難所の確認、 地域の

防犯情報などいざと いう と き に備えるための情報、 ⑤災害発生時の避難所情報・ 周辺の被害

状況などの災害情報、 近隣の不審者情報などの防犯情報など緊急時にリ アルタ イ ムで配信す

る 情報に分類さ れる 。

　 こ れら の情報の発信媒体を 聞いたと こ ろ 、 全自治体が「 広報紙」 を 活用し ている と 回答し

ている 。 次いで、「 公式ホームページ」（ 97 .4％）、「 T w itter」（ 87 .2％）、「 防災無線」（ 82 .1% ）、

「 メ ール配信」（ 74 .4％） などのデジタ ル媒体を 活用し ている 割合が高い。
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（構成比：％） 
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２ 自治体アンケート

（１）多摩・島しょ自治体が活用している情報発信媒体の現状と課題

①活用している主な情報発信媒体

＜ポイント＞

⚫  自治体が活用する主な情報発信媒体は、「広報紙」、「公式ホームページ」、「7ZLWWHU」。

自治体が発信する情報は主に５つ。①まちの施策、取組内容などの行政一般情報、②イ

ベントや行事、講習会などの参加呼びかけ・募集に関する情報、③保育、福祉、税金・給

付金、戸籍・住民票などの手続き・申請に関する情報、④災害時の最寄りの避難所の確

認、地域の防犯情報などいざというときに備えるための情報、⑤災害発生時の避難所情

報・周辺の被害状況などの災害情報、近隣の不審者情報などの防犯情報など緊急時にリア

ルタイムで配信する情報に分類される。

これらの情報の発信媒体を聞いたところ、全自治体が「広報紙」を活用していると回答

している。次いで、「公式ホームページ」（ ％）、「7ZLWWHU」（ ％）、「防災

無線」（ ）、「メール配信」（ ％）などのデジタル媒体を活用している割合が

高い。

図表 自治体が活用している媒体（0$）
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②情報発信別の活用媒体

●「 広報紙」、「 公式ホームページ」、「 T w itter」 の主要な情報発信媒体のほかに、

　 ①行政一般情報では、「 ケーブルT V 」、「 動画配信」 などの映像媒体

　 ② 参加呼びかけ・ 募集情報は、「 回覧板・ チラ シ」、「 Faceb ook」 などの不特定多数に

一斉に配信する 媒体

　 ③手続き ・ 申請情報は、「 回覧板・ チラ シ」、「 通知文」 などの紙媒体

　  ④いざと いう と き の備え情報は、「 メ ール配信」、「 防災無線」 などの即時性の高い媒体

が活用さ れている 。

● ⑤緊急時にリ アルタ イ ムで配信する 情報では、「 広報紙」 の活用はほと んどみら れず、

④の媒体に加え、「 緊急速報エリ アメ ール」 が活用さ れている。

ポイ ント

　 ①行政一般情報、 ②参加呼びかけ・ 募集に関する 情報、 ③手続き ・ 申請に関する 情報、 ④

いざと いう と き に備える ための情報は、 いずれも 「 広報紙」、「 公式ホームページ」 が９ 割以

上を 占め高く なっ て いる 。 ま た、「 T w itter」 は情報によ っ て割合が異なる も のの、 いずれ

の情報も 半数以上を 占め、 高く なっ ている 。

　 一方、 ⑤緊急時にリ アルタ イ ムで配信する情報は、「 広報紙」（ 7 .7％） の割合が低く 、「 公

式ホ ームペ ージ」（ 87 .2％）、「 T w itter」（ 84 .6％）、「 防災無線」（ 79 .5％）、「 メ ール配信」

（ 74 .4％） な ど のデジ タ ル媒体が７ 割以上を 占めて いる 。 ま た、「 緊急速報エ リ ア メ ール」

（ 51 .3％） も 半数以上と 高い。

　 その他、 ①行政一般情報は、「 ケーブルT V 」 と 「 動画配信」 がと も に 35.9％で高い。

　 ②参加呼びかけ・ 募集に関する 情報は、 紙媒体で は「 回覧板・ チラ シ」（ 61 .5％）、 デジ

タ ル媒体では「 Faceb ook」（ 41 .0％） が高い。

　 ③手続き ・ 申請に関する 情報は、「 回覧板・ チラ シ」（ 43 .6％）、「 通知文」（ 41 .0％） など

の紙媒体が高い。

　 ④いざと いう と き に備えるための情報は、「 メ ール配信」（ 66 .7％）、「 防災無線」（ 64 .1％）

などが高く なっ ているが、 こ れは⑤緊急時にリ アルタ イ ムで配信する情報と 同じ 傾向と なっ

て いる 。 ⑤と 異な る 傾向の媒体に 着目する と 、「 回覧板・ チ ラ シ」（ 48 .7％）、「 ケ ーブ ル

T V 」（ 38 .5％） などが高い。
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③活用媒体別の良い点・ 課題に思う 点

●広報紙は、「 保管性」、「 アク セス性」 が高い一方、「 保守性」、「 コ スト 面」 が課題。

● 公式ホームページは、「 検索性」、「 詳細性」、「 保守性」、「 即時性」、「 リ ンク 性」 が評価

さ れている 一方、「 コ スト 面」、「 作業性」、「 安全性」 が課題。

● T w itter は、「 即時性」、「 拡散性」、「 コ スト 面」、「 リ ンク 性」 などさ まざまな点でメ リ ッ

ト がある も のの、「 アク セス性」 が課題。

ポイ ント

　 発信媒体別の良いと 感じ ている 点・ 課題に感じ る 点について、 紙媒体で最も 活用さ れてい

る ①広報紙では、 良いと 感じ ている 点は「 手元に残り やすい」（ 94 .9％）、「 誰にでも 情報を

伝え やすい」（ 82 .1％）、「 一覧性が高い」（ 76 .9％） な ど の割合が高い。 一方、 課題に感じ

る 点は「 情報の修正がし づら い」（ 79 .5％）、「 コ スト がかかる 」（ 74 .4％）、「 運用上の手間

が大き い」（ 66 .7％） などの割合が高い。

　 デジタ ル媒体で最も 活用さ れている④公式ホームページでは、「 検索性がある」「 掲載でき

る 情報量が多い」「 情報の修正がし やすい」（ いずれも 94 .9％）、「 即時性がある」（ 92 .3％）、

「 関連情報、 音声・ 動画などのリ ンク が付けら れる」（ 82 .1％） などの割合が高い。 一方、「 コ

スト がかかる 」（ 53 .8％）、「 運用上の手間が大き い」「 セキュ リ ティ 面で配慮するこ と が多い」

（ と も に 48 .7％） 等が課題。

　 ⑥ T w itter は、「 即時性がある 」（ 97 .4％）、「 情報拡散力がある 」（ 89 .7％）、「 コ スト がか

から ない」（ 76 .9％） などの割合が高い。 一方、「 情報を伝えら れる人が限定さ れる 」（ 61 .5％）

が課題。
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（ ２ ） 最近力を入れている 情報発信媒体

● 最近、 力を 入れている 情報発信媒体は、 主要媒体の「 広報紙」、「 公式ホームページ」、

「 T w itter」。

● 「 広報紙」 は、 手に取っ ても ら えるよ う に内容・ デザイ ンなどを 強化。

● 「 公式ホームページ」 は、 操作性、 必要な情報へのアク セス性などを 強化。

● 「 T w itter」 は、 迅速かつ高頻度な投稿に力を 入れている 。

● その他、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症などを き っ かけに「 動画配信」 を 強化。

ポイ ント

　 最近、 発信方法を工夫するなど、 力を入れている情報発信媒体（ 主なも の３ つまで） は、「 広

報紙」（ 59 .0％） が最も 高く 、 次いで「 公式ホームページ」（ 46 .2％）、「 T w itter」（ 38 .5％）

と なっ ている 。 また、「 動画配信」（ 20 .5％） は約２ 割と なっ ている 。
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（２）最近力を入れている情報発信媒体

＜ポイント＞

⚫  最近、力を入れている情報発信媒体は、主要媒体の「広報紙」、「公式ホームページ」、

「7ZLWWHU」。

⚫  「広報紙」は、手に取ってもらえるように内容・デザインなどを強化。

⚫  「公式ホームページ」は、操作性、必要な情報へのアクセス性などを強化。

⚫  「7ZLWWHU」は、迅速かつ高頻度な投稿に力を入れている。

⚫  その他、新型コロナウイルス感染症などをきっかけに「動画配信」を強化。

最近、発信方法を工夫するなど、力を入れている情報発信媒体（主なもの３つまで）

は、「広報紙」（ ％）が最も高く、次いで「公式ホームページ」（ ％）、

「7ZLWWHU」（ ％）となっている。また、「動画配信」（ ％）は約２割となって

いる。

図表 力を入れている情報発信媒体（主なもの３つまで）
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分類 主な内容

文字のポイントを大きめにする。可能な限りユニバーサルデザインフォントを利用する。文言を簡
潔に編集する。

写真を使用したり、文字を減らしたりして、見やすい紙面作りを心掛けている。

一面の特集記事については、写真を多く使い、目を引くような工夫をしている。

分かりやすく、誤解なく伝えられるようにチェックすることに力を入れている。

フルカラーで写真等を多用している。

編集のマニュアル化による全職員の編集能力の向上に努めている。

多言語対応アプリ「カタログポケット」を導入。多言語、音声読み上げ機能が付いた。

コードを掲載し、詳細はホームページを参照するよう促している。

編集業務をやめて業者に依頼したことで、職員の負担が減り、プロの技術が活かされるようになっ
た。

重要な情報が見つけやすいようレイアウトを工夫している。

項目別に掲載するなど、分かりやすくすることを心掛けている。

特にお知らせしたい内容はトピックスに表示し、目立つようにしている。

今必要とされている情報がトップページからアクセスしやすいように心掛けている。

正確な最新情報を提供できるよう、担当課が各々の権限でコンテンツを更新できるようにしてい
る。

操作方法を簡易にしていくことが必要と考えている。

イベント開催中にリアルタイムに発信するなど、即時的に情報発信できるようにしている。

市の実施するイベントや事業の周知、報告等を行っている。

必要な情報を的確に早く伝えることを心掛けている。

イベント開催中にリアルタイムに発信するなど、即時的に情報発信できるようにしている。

即時に発信する必要性があるものについては積極的に活用している。

多種多様な情報を発信しすぎると、情報過多で、本来必要とする情報が見落とされる懸念がある。

広報担当課以外にもアカウント取得を要請し、所管課での迅速かつ高頻度な投稿を促進している。

ツイートに写真や動画を添付するとともに、タグを積極的に活用している。

ホームページにリンクを設定したり、画像を添付したりして、より分かりやすいような情報発信に
努めている。

即効性がある手段であるため、発信回数を増やすよう努めている。

広報紙や公式ホームページなどに掲載していない情報についても掲載している。

ホームページと連携した情報発信と、希望するジャンルの情報を個別送付するシステムの導入を目
指している。

セグメント配信、セグメントリッチメニュー、 の活用を検討している。

【 件】 市ホームページとの連動を行う。投稿数を稼ぐことが目標。

公式専用アプリ【 件】 今後活躍する情報発信ツールとすべく、システム構築を行っている。

最新情報をお届けするサービスとして、災害・防犯・行政情報を定期的に配信している。

気象庁の発表する気象情報等をメールマガジンで自動配信している。

どこにいても聞こえるようにスピーカーの設置。

不感地域解消の努力をしている。

住民に伝えたいことを静止画広告として作成し、各々 秒でループ放送している。

行政を身近に感じてもらえるように、多くの職員を出演させる等、意識的に番組作りをしている。

文字や写真だけでは伝わりづらい情報を映像で配信している。

新型コロナウイルス感染症の影響で休止していた市の事業・講座などを動画として配信した。

在宅時間を充実させる動画や、特別定額給付金の申請方法を紹介する動画の配信を行っている。

一見煩雑な手続きを動画で説明するなど、 動画の充実を予定している。

新型コロナウイルス感染症の影響における自粛期間中に「自宅で楽しく過ごすための動画」を投稿
するなど、時節を捉えた動画を作成することができるようになっている。

字幕、手話通訳つきによる配信で障害のある方のアクセシビリティを維持。

＊各項目の主な意見を抜粋して掲載

防災無線
【 件】

ケーブル
【 件】

動画配信
【 件】

広報紙
【 件】

公式ホームページ
【 件】

【 件】

【 件】

【 件】

メール配信
【 件】

図表 力を入れている点・今後の課題・もっと工夫したい点等（自由記入を抜粋）
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（ ３ ） 情報発信媒体別の今後の活用意向

●主要媒体の公式ホームページ、 広報紙、 T w itter は、 今後の活用意向も 高い。

●主要媒体以外ではメ ール配信、 防災無線も 、 活用意向が高い。

●動画配信は、 現在の活用状況と 比べて今後の活用意向が高い。

●コ ミ ュ ニティ FM 、 Insta g ram や公式専用アプリ などの活用意向は低い。

ポイ ント

　 情報発信媒体別の今後の活用意向は、 ④公式ホームページは「 積極的に活用し たい」（ 79 .5％）

が約８ 割と 高い。 その他、 ①広報紙（ 69 .2％）、 ⑥T w itter（ 51 .3％）、 ⑩メ ール配信（ 46 .2％）、

⑫防災無線（ 46.2％） な ど も 「 積極的に活用し たい」 と 回答し た割合が高い。 ま た、 ⑮動

画配信は「 積極的に活用し たい」 と 「 活用し たい」 の合計が 71 .8％と 7 割を 超え て おり 、

現在活用し ている 自治体の割合（ 図表 19） に比べて、 今後活用し たいと 回答し た自治体の

割合が高い。

　 一方、 ⑭コ ミ ュ ニティ FM は、「 活用し たく ない・ やめたい」（ 35 .9％） が３ 割以上を占め、

他の媒体に比べて活用意向が低い。 機材等の設置コ スト 、 運用負担、 人材不足等の理由で費

用対効果が見込めないと いう と いう 意見が多く 挙げら れている。 その他、 ⑧Instag ram 、 ⑨

公式専用アプリ も 「 活用し たく ない・ やめたい」 と 回答し た割合が３ 割を 超えている。 若年

層など受信でき る 世代が限定さ れる 、 運用する にあたっ て専門の知識が必要、 コ スト 負担が

理由と し て挙げら れている 。

38 

（構成比：％） 

積極的に活用したい 活用したい
活用したくない

・やめたい
無回答

凡例（サンプル数）

全体 (n=39)

①広報紙 (n=39)

②回覧板・チラシ (n=39)

③通知文（通知書） (n=39)

④公式ホームページ (n=39)

⑤Facebook (n=39)

⑥Twitter (n=39)

⑦LINE (n=39)

⑧Instagram (n=39)

⑨公式専用アプリ (n=39)

⑩メール配信 (n=39)

⑪緊急速報エリアメール (n=39)

⑫防災無線 (n=39)

⑬ケーブルTV (n=39)

⑭コミュニティFM(ラジオ) (n=39)

⑮動画配信 (n=39)

⑯その他 (n=8)

69.2

20.5

17.9

79.5

23.1

51.3

7.7

12.8

10.3

46.2

23.1

46.2

23.1

12.8

25.6

37.5

30.8

59.0

61.5

20.5

46.2

38.5

43.6

46.2

41.0

35.9

53.8

41.0

41.0

35.9

46.2

25.0

0.0

5.1

2.6

0.0

23.1

10.3

28.2

30.8

33.3

15.4

10.3

2.6

25.6

35.9

17.9

25.0

0.0

15.4

17.9

0.0

7.7

0.0

20.5

10.3

15.4

2.6

12.8

10.3

10.3

15.4

10.3

12.5

（３）情報発信媒体別の今後の活用意向

＜ポイント＞

⚫  主要媒体の公式ホームページ、広報紙、7ZLWWHU は、今後の活用意向も高い。

⚫  主要媒体以外ではメール配信、防災無線も、活用意向が高い。

⚫  動画配信は、現在の活用状況と比べて今後の活用意向が高い。

⚫  コミュニティ )0、,QVWDJUDP や公式専用アプリなどの活用意向は低い。

情報発信媒体別の今後の活用意向は、④公式ホームページは「積極的に活用したい」

（ ％）が約８割と高い。その他、①広報紙（ ％）、⑥7ZLWWHU（ ％）、⑩

メール配信（ ％）、⑫防災無線（ ％）なども「積極的に活用したい」と回答した

割合が高い。また、⑮動画配信は「積極的に活用したい」と「活用したい」の合計が

％と 割を超えており、現在活用している自治体の割合（図表 情報発信別の活用

媒体）に比べて、今後活用したいと回答した自治体の割合が高い。

一方、⑭コミュニティ )0 は、「活用したくない・やめたい」（ ％）が３割以上を

占め、他の媒体に比べて活用意向が低い。機材等の設置コスト、運用負担、人材不足等の

理由で費用対効果が見込めないというという意見が多く挙げられている。その他、⑧

,QVWDJUDP、⑨公式専用アプリも「活用したくない・やめたい」と回答した割合が３割を

超えている。若年層など受信できる世代が限定される、運用するにあたって専門の知識が

必要、コスト負担が理由として挙げられている。

図表 情報発信媒体別の今後の活用意向（6$）
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（ ４ ） 広報紙配布状況

 ①広報紙の発行状況

● 広報紙の１ カ 月の発行回数は月２ 回程度。

ポイ ント

　 １ カ 月の発行回数は、「 月２ 回発行」（ 61 .5％） が約６ 割、「 月１ 回発行」（ 33 .3％） が約

３ 割と なっ ている 。

39 

（ｎ=39）

月1回発行

33.3%

月2回発行

61.5%

月3回発行

2.6%

無回答

2.6%

（４）広報紙配布状況

①広報紙の発行状況

＜ポイント＞

⚫  広報紙の１カ月の発行回数は月２回程度。

１カ月の発行回数は、「月２回発行」（ ％）が約６割、「月１回発行」（ ％）

が約３割となっている。

図表 １カ月の発行回数（6$）
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 ②広報紙の配布方法

●配布方法は、 ポスティ ン グが多い。

● 配布における 課題は、「 配布業者の確保・ 配布コ スト 高」、「 配布漏れ・ 誤配送」、「 新聞

購読者の減少」 など。

● デジタ ル媒体への移行については、 既に「 ホームページ等へ展開し ている」 自治体も

ある 。「 紙と デジタ ルの使い分け・ 連携の必要性」、「 デジタ ル・ デバイ ド （ 情報格差）

の解消」 などを 懸念。

ポイ ント

　 広報紙の配布方法は、 自治体によっ ていく つかの方法を併用し ながら 取り 組まれているが、

「 ②ポスティ ン グ」（ 82 .1％） が最も 高く ８ 割以上を 占めている。 次いで、「 ④コ ン ビ ニ等の

民間事業所の施設等での配布」（ 17 .9％）、「 ①新聞折込」（ 15 .4％）、「 ③自治会経由」（ 12 .8％）

の順と なっ ている 。

　 その他の設置場所では、 市役所・ 図書館・ 出張所等の公共施設、 駅構内、 地域活動団体等

の意見があっ た。

40 

（　）内はサンプル数

①
新
聞
折
込

②
ポ
ス
テ
ィ
ン
グ

③
自
治
会
経
由

④
コ
ン
ビ
ニ
等
の
民
間

事
業
所
の
施
設
等
で
の

配
布

⑤
そ
の
他

取り組んでいる配布方法 （39） 15.4 82.1 12.8 17.9 35.9

（構成比：％） 

0

20

40

60

80

100
（％）

②広報紙の配布方法

＜ポイント＞

⚫  配布方法は、ポスティングが多い。

⚫  配布における課題は、「配布業者の確保・配布コスト高」、「配布漏れ・誤配送」、「新聞購

読者の減少」など。

⚫  デジタル媒体への移行については、既に「ホームページ等へ展開している」自治体もあ

る。「紙とデジタルの使い分け・連携の必要性」、「デジタル・デバイド（情報格差）の解

消」などを懸念。

広報紙の配布方法は自治体によっていくつかの方法を併用しながら取り組まれている

が、「②ポスティング」（ ％）が最も高く８割以上を占めている。次いで、「④コン

ビニ等の民間事業所の施設等での配布」（ ％）、「①新聞折込」（ ％）、「③自

治会経由」（ ％）の順となっている。

その他の設置場所では、市役所・図書館・出張所等の公共施設、駅構内、地域活動団体

等の意見があった。

図表 広報紙の配布方法（0$）
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　 広報紙の配布にあたっ て「 現在抱えている課題」 と 「 広報紙の配布を 長期的に続ける にあ

たっ て、 将来的に想定さ れる 課題」 を 尋ねた。

　 現在の課題は、 配布業者の確保やそれに伴う コ スト 高、 配布漏れや誤配送、 新聞購読者の

減少による配布方法の見直し 、 地域コ ミ ュ ニティ の希薄化、 デジタ ル化の進展に対する対応、

魅力的な紙面づく り が挙げら れている。

　 将来的に想定さ れる課題は、 高齢化、 人件費高騰によ る 配布コ スト の更なる 増加、 情報発

信技術の発達により 紙の配布自体の見直し の必要性、 新聞購読者の減少により 紙離れの加速、

人口減少による地域コ ミ ュ ニティ の崩壊、 デジタ ル化の進展への対応、 情報量が増加する中、

情報収集・ 編集・ 伝達能力を 高める 必要性などがある。
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　 広報紙などの紙媒体を デジタ ル媒体へ移行する こ と に対する 考え・ 懸念点と し ては、 高齢

世帯などのデジタ ル・ デバイ ド （ 情報格差） の解消に対する課題、 紙と デジタ ルの双方の使

い分け・ 連携の必要性、 障害者・ 外国人等への対応充実などが意見と し て挙げら れている 。



第
３
章

31

第３ 章　 多摩・ 島し ょ 地域における自治体情報発信の現状

（ ５ ） 情報伝達が難し い住民（ 高齢者・ 障害者・ 外国人） への対応で工夫し ている点

● 高齢者に対し ては、「 公式ホームページ」、「 広報紙」 のフ ォ ン ト サイ ズや配色等のユニ

バーサルデザイ ン 対応、「 広報紙」 を より 多く の人に届ける ために、 個別配布、 公共施

設などへ設置を 行っ ている 。

● 障害者に対し ては、 CD 等の音訳版の「 広報紙」 の配布、「 公式ホームページ」 のユニ

バーサルデザイ ン 対応、 音声読み上げ・ ふり がな対応などを 行っ ている 。

● 外国人に対し て は、 自動翻訳機能や無料ア プ リ （ カ タ ロ グポケッ ト １ ） を 使っ た「 公

式ホームページ」 の多言語対応、 外国人向けの「 広報紙」 やガイ ド ブ ッ ク の配布など

を 行っ ている。

ポイ ント

図表 情報発信の手段や媒体の機能などで工夫している点（高齢者）（自由記入を抜粋）

分類 主な意見

広報紙のタイトルと本文とでフォントのサイズや字体を使い分けたり、配色を工夫している。

福祉や健康といった区分けのアイコンを作成し、誰に向けた記事か分かりやすく伝えている。

分かりやすい表現を心掛けている。

ホームページの文字を大きく表示したり、音声読み上げの機能を使っている。

安易にホームページや に誘導することなく、一定の情報は広報紙から取得できるように配慮し
ている。

市政情報についてはホームページと広報紙の両方に掲載することで、デジタル媒体の利用の有無に
よって受け取れる情報に差が出ないようにしている。

動画の活用
新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言が発令された際に、 で配信した高齢者向け
の動画の再生回数が予想外に伸びたことから、高齢者向けに積極的に動画配信をしている。

個別に通知を送付したり、回覧板を使用して情報発信をしている。

新聞を購読していない世帯に広報紙を希望配布している。

個別訪問 必要に応じて個別訪問。

防災無線の活用
情報媒体の非所持や操作等の無知による情報格差をなくすため、どこにいても情報が入る防災行政
無線をメインに情報を発信している。

＊各項目の主な意見を抜粋して掲載

配布の工夫

ユニバーサル
デザイン対応

デジタルと
紙媒体の併用

広報紙を公共施設やコンビニ等で配布することで、デジタル媒体を扱えない高齢者への情報伝達が
できるようにしている。

１    「 カ タ ロ グポケッ ト 」 スマート フ ォ ン やタ ブ レ ッ ト を 使っ て、 登録さ れている 広報紙やフ リ ーペーパーを 無

料で検索・ 閲覧でき る アプ リ 。 多言語（ 日本語、 英語、 中国語簡体、 中国語繁体、 韓国語など） の自動翻訳

機能や音声読み上げ機能、 文字が大き く 表示さ れる ポッ プアッ プ機能などを搭載し ている 。



第
３
章

32

第３ 章　 多摩・ 島し ょ 地域における自治体情報発信の現状

44 

図表 情報発信の手段や媒体の機能などで工夫している点（障害者）（自由記入を抜粋）

図表 情報発信の手段や媒体の機能などで工夫している点（外国人）（自由記入を抜粋）

分類 主な意見

全戸配布する公共刊行物は音訳版を作成し希望者に&'を送付している。また、概要版を点字翻訳
し、希望者に配布している。

カセットテープでの録音だったものを、要望を受けて、デジタル媒体での録音に変更し&'で配布を
開始している。

広報紙の隅に63コードを埋め込み、専用端末による読み上げに対応している。

ホームページにおいて、定期的にアクセシビリティのチェックを行っている。

広報紙、ホームページは色覚に障害のある方に配慮した色味となるように調整している。

ホームページの文字サイズを大きく表示できるほか、背景色を白・黒・黄・青に変更する機能を設
けている。

ホームページの文字の拡大機能や音声読み上げの機能を設けている。

必要に応じて音声配信やふりがなを振っている。

動画を配信する際に手話通訳をつけ、字幕もつけている。

個別訪問 必要に応じて個別訪問。

防災無線の活用 視覚障害者の方にも最重要な情報は行き渡るよう防災無線などを利用している。

ボランティア活用 広報紙の音訳ボランティアを活用している。

施設への配布 広報誌の福祉施設への配布をしている。

＊各項目の主な意見を抜粋して掲載

音声読み上げ・
ふりがな等の対応

ユニバーサル
デザイン対応

音訳版・点字版
広報の作成・配布

分類 主な意見

ホームページの自動翻訳サービス（英語・中国語（簡体字、繁体字）・韓国語、タイ語、ポルトガ
ル語、スペイン語、インドネシア語、ベトナム語等）を活用している。

自動翻訳ソフトが正確に訳出できるよう、簡潔な日本語表現を徹底している。

無料アプリ「カタログポケット」で市の情報を10ヶ国語へ翻訳し発信している。

広報紙は、全般的な事項を市民に伝える媒体であることから、日本語を含む10言語で読むことがで
きる「カタログポケット」を導入し、ホームページはgoogle翻訳を利用して外国語3言語に対応し
ている。

広報紙の外国語版（英語・スペイン語）を発行している。

外国語版生活ガイド（日本語・英語・中国語・韓国語で記載）を作成し、転入時等に配布してい
る。

外国人のための生活便利帳を発行している。韓国語の自動翻訳機能にて対応。

国際交流員の活用 国際交流員の協力により、英語化に取り組んでいる。

＊各項目の主な意見を抜粋して掲載

無料アプリ「カタロ
グポケット」の活用

多言語対応の
広報紙・ガイドブッ

クの発行

HP等の多言語対応
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（ ６ ） 緊急時の取組状況

 ①台風・ 大雨等の災害情報の発信媒体の事前決定

● ほと んどの自治体が、 災害時に備え、「 ①事前の備え情報」、「 ②避難時の情報」 の発信

媒体を 事前に決めている 。

● 「 ③避難後の避難所・ 物資などの情報」 まで決めている 自治体は７ 割程度。

ポイ ント

　 台風・ 大雨等の災害情報の発信方法について、 ①事前の備え情報、 ②避難時の情報、 ③避

難後の避難所・ 物資などの情報、 それぞれの段階において情報発信媒体を 決めているかどう

かについては、「 ①事前の備え情報」、「 ②避難時の情報」 はと も に９ 割以上の自治体が決め

ていると 回答し ている。

　「 ③避難後の避難所・ 物資などの情報」 は、 他の情報に比べる と 低いも のの、 ７ 割程度の

自治体が情報発信媒体を 決めている 。

45 

（　）内はサンプル数

①
事
前
の
備
え
情
報

（
台

風
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大
雨
等
に
備
え
る
た

め
の
情
報

）

②
避
難
時
の
情
報
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難
所
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の
情
報

発信時の情報発信媒体を
決めている

（39） 94.9 94.9 76.9

（構成比：％） 

0

20

40

60

80

100
（％）

（６）緊急時の取組状況

①台風・大雨等の災害情報の発信媒体の事前決定

＜ポイント＞

⚫  ほとんどの自治体が、災害時に備え、「①事前の備え情報」、「②避難時の情報」の発信媒

体を事前に決めている。

⚫  「③避難後の避難所・物資などの情報」まで決めている自治体は７割程度。

台風・大雨等の災害情報の発信方法について、①事前の備え情報、②避難時の情報、③

避難後の避難所・物資などの情報、それぞれの段階において情報発信媒体を決めているか

どうかについては、「①事前の備え情報」、「②避難時の情報」はともに９割以上の自治

体が決めていると回答している。

「③避難後の避難所・物資などの情報」は、他の情報に比べると低いものの、７割程度

の自治体が情報発信媒体を決めている。

図表 台風・大雨等の災害情報の発信媒体の事前決定（0$）
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 ②緊急時の発信方法における工夫・ 課題点

● 速やかに発信する ために工夫し ている こ と は、 文案の事前作成、 専用サイ ト への切り

替え設定、 気象庁情報の入手、 防災無線や人員体制の整備・ 見直し など。

● 課題に感じ ている こ と は、 速やかな情報発信、 作業の標準化・ 負荷軽減、 他部署と の

連携、 アク セスの集中に対する 対応など。

ポイ ント

46 

②緊急時の発信方法における工夫・課題点

＜ポイント＞

⚫  速やかに発信するために工夫していることは、文案の事前作成、専用サイトへの切り替え

設定、気象庁情報の入手、防災無線や人員体制の整備・見直しなど。

⚫  課題に感じていることは、速やかな情報発信、作業の標準化・負荷軽減、他部署との連

携、アクセスの集中に対する対応など。

図表 速やかに発信するために工夫していること（自由記入を抜粋）

文案の事前作成【 件】

いつ何をどの媒体で発信するかわかるように決裁用紙を作成している。

発信する文案を事前に作成している。

ホームページ掲載文のフォーマットを用意し、緊急時には必要事項を入力するのみにしている。

緊急時の情報発信手順及び文章の雛形をあらかじめ用意し、誰でも速やかに発信できるようにして
いる。

専用サイトへの切り替え設定【 件】

緊急災害サイト（コンテンツ表示内容の簡素化）への切り替え機能を利用している。

アクセス集中時にも対応するため、<DKRR と協定を締結し、ホームページのキャッシュサイトを用
意している。

緊急時にはホームページを災害時画面に切り替えて対応している。

7ZLWWHUでは避難勧告だけでなく、通行止めや電車の運行情報、避難所開設などの情報も随時発信
している。ハッシュタグを付けることで、住民が効率的に情報収集できるようにしている。

気象庁情報の入手・自動配信【 件】

気象庁の情報を自治体メール、7ZLWWHUへ自動配信している。

防災無線の整備・見直し【 件】

正確な情報を簡潔に発信するよう準備。7ZLWWHUと連動させ、聞き逃しても見返せるようにしてい
る。

村内のどこにいても聞こえるように防災無線のスピーカーを設置している。

人員体制の整備【 件】

災害対策本部へ広報担当職員を配置している。

情報発信する職員を予め指定している。

夜間や休日には、役場庁舎近くにある防災住宅職員が速やかに発信している。

遠隔操作【 件】

メールは、職員のスマホから送信できる。

台風・大雨等の接近時はアクセスが集中するため、事前に対応できる体制をとるようにしている。
大地震発生への備えは、担当者 名が常時タブレット端末を携帯し、遠隔操作を行う。

関連部署との連携【 件】

緊急時には秘書広報課で対応するなど、横断的に対応している。

事前準備【 件】

事前行動がとれる情報発信を準備。

複数の配信手段の準備【 件】

情報伝達手段の多重化を進めている。

＊各項目の主な意見を抜粋して掲載

主な内容
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47 

図表 課題に感じていること（自由記入を抜粋）

速やかな情報発信【7件】

意思決定から情報発信までにタイムラグが生じている。

緊急時は状況が刻一刻と変化しているため、発信情報にタイムラグが発生している。

被災状況など多くの情報をいかに早く発信するか、情報の収集と発信が課題。

防災住宅に職員が不在の場合、速やかな情報発信ができない。

作業の標準化・負荷軽減【6件】

担当者が変わっても常に対応できるよう、訓練、テストが必要と感じている。

台風などで長い時間拘束される場合、職員の負担が大きくなること。

ホームページからの情報発信が市役所の端末からしか作業できない。

防災無線の音質、電源が入っていないといった事情や、ネットが見られない層からの頻繁な電話対
応に時間を取られることになる。

他部署との連携【4件】

緊急時の関係部署との情報連絡体制。

市内の被害状況など、防災担当が有している情報を共有すること。

発信情報の他部署との共有・分担の明確化。

アクセスの集中【4件】

市ホームページを災害時画面に切り替えることやキャッシュサイトを用意し、アクセスできない状
況にならないように準備している。

防災無線の改善【3件】

悪天候時の防災行政無線の聞こえにくさ。

防災無線の不感地域の解消。

デジタル・デバイド（情報格差）の解消【1件】

インターネットを活用できない方、障害者の方（防災無線が聞こえない聴覚障害者など）への情報
発信。

＊各項目の主な意見を抜粋して掲載

主な意見
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（ ７ ） 広報担当部署の体制

 ①広報担当人員の過不足状況

●半数以上の自治体が人員不足を 感じ ている。

ポイ ント

　 人員の過不足状況は、「 大いに不足」（ 10 .3％） と 「 不足し ている 」（ 43 .6％） を 合わせる

と 半数以上を 占める 。 一方、「 適当である」 も ４ 割以上と なっ ている 。

②広報担当部署の公式のSN Sのアカ ウン ト の所管状況

●広報担当部署の公式SN Sのアカ ウン ト の所管率は７ 割以上。

● 発信業務の専任者がいる 自治体は３ 割弱。 約８ 割の自治体が、 発信時に決裁が必要と

回答。

ポイ ント

　 広報担当部署の公式のSN Sのアカ ウン ト の所管状況は、「 公式アカ ウン ト がある」 が７ 割

以上を 占めている 。

48 

（ｎ=39）

大いに不足

10.3%

不足している

43.6%

適当である

43.6%

無回答

2.6%

（ｎ=39）

公式アカウントがある

74.4％

公式アカウ

ントがない

23.1％

無回答

2.6％

（７）広報担当部署の体制

①広報担当人員の過不足状況

＜ポイント＞

⚫  半数以上の自治体が人員不足を感じている。

人員の過不足状況は、「大いに不足」（ ％）と「不足している」（ ％）を合わ

せると半数以上を占める。一方、「適当である」も４割以上となっている。

図表 人員の過不足状況（6$）

②広報担当部署の公式の616のアカウントの所管状況

＜ポイント＞

⚫  広報担当部署の公式 616 のアカウントの所管率は７割以上。

⚫  発信業務の専任者がいる自治体は３割弱。約８割の自治体が、発信時に決裁が必要と回答。

広報担当部署の公式の 616 のアカウントの所管状況は、「公式アカウントがある」が７

割以上を占めている。

図表 広報担当部署の公式の 616 のアカウントの所管状況（6$）
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（ｎ=39）

大いに不足

10.3%

不足している

43.6%

適当である

43.6%

無回答

2.6%

（ｎ=39）

公式アカウントがある

74.4％

公式アカウ

ントがない

23.1％

無回答

2.6％

（７）広報担当部署の体制

①広報担当人員の過不足状況

＜ポイント＞

⚫  半数以上の自治体が人員不足を感じている。

人員の過不足状況は、「大いに不足」（ ％）と「不足している」（ ％）を合わ

せると半数以上を占める。一方、「適当である」も４割以上となっている。

図表 人員の過不足状況（6$）

②広報担当部署の公式の616のアカウントの所管状況

＜ポイント＞

⚫  広報担当部署の公式 616 のアカウントの所管率は７割以上。

⚫  発信業務の専任者がいる自治体は３割弱。約８割の自治体が、発信時に決裁が必要と回答。

広報担当部署の公式の 616 のアカウントの所管状況は、「公式アカウントがある」が７

割以上を占めている。

図表 広報担当部署の公式の 616 のアカウントの所管状況（6$）
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　 広報担当部署が公式のSN S のアカ ウン ト を 所管し ている 自治体（ 29 市町村） における 、

SN S発信業務の専任担当者の配置状況は、「 専任者がいる 」 が３ 割弱と なっ ており 、 7 割程

度の自治体は「 専任者はいない」 と 回答し ている 。

49 

（ｎ=29）

専任者がいる

27.6%

専任者はいない

69.0%

無回答

3.4%

（　）内はサンプル数

1
名

2
名

3
名

4
名

5
名
以
上

無
回
答

全体 （29） 20.7 - - 3.4 3.4 72.4
（構成比：％） 
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10

20

30
（％）

広報担当部署の公式の 616 のアカウントを所管している自治体（ 市町村）におけ

る、616 発信業務の専任担当者の配置状況は、「専任者がいる」が３割弱となっており、

割程度の自治体は「専任者はいない」と回答している。

図表 616 の発信業務の専任者の有無（6$）

図表 専任担当者の人数（6$）

＊専任担当者がいると回答した自治体のみ 

 

＊専任担当者がいると回答した自治体のみ
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　 SN Sで発信する 際の決裁状況は、「 決裁が必要である 」（ 79 .3％） が約８ 割を 占める 。 具

体的な決裁方法は、 自治体の規模にも よ る と 思われるが、 首長決裁が必要なと こ ろ から 、 担

当課と 広報課の両課長決裁、 担当課長決裁のみなどさ まざまである 。

　 また、 T w itter と I n sta g ram など媒体や、 防災など内容によ っ て決裁方法を 分けている 場

合も ある 。 さ ら に、 緊急時は事後決裁など例外規定を 定めている 自治体も ある 。

50 

（ｎ=29）

決裁が必要である

79.3%

決裁が不要で

ある

20.7%

無回答

0.0%

主な決裁方法 具体的な内容

首長もしくは、総務課長への決裁

担当課決裁（担当職員・係長・課長）。防災情報については総務課長・副町長・
町長へ確認、決裁。決裁方法は押印。

SNSによって異なる。Twitterは原稿を作成した課で課長決裁後、別途広報担当課
長の決裁が必要。Instagramは決裁不要。

各課長が承認後、秘書広報課長が承認する。

担当課長・広報課係長決裁【1件】
情報発信を行う課が所定の用紙に記入し、各課長の決裁後、広報課広報係長決裁
により配信。

担当課・広報課・総務課の３課決裁【1件】 所管課→広報担当課→総務課の流れで確認。

所管課での決裁。その後、広報課で内容を確認し、配信する。

情報提供部署と広報担当部署でそれぞれ決裁。

各課からの原稿を広報課担当者が確認し、課長決裁。

月ごとの担当者が決裁内容を作成し、広報課長が決裁。

担当課長決裁（部長報告）【1件】 各事業主管課長決裁後、部長報告。

課長決裁後送信。緊急性がある場合は、事後決裁。

掲載記事作成部署の課長決裁後、広報担当で記事を投稿。

投稿申請書を作成し、課長決裁後に投稿。

担当係長決裁【1件】
担当者が作成→係長が内容を確認（→内容によっては課長の決裁も必要）→入力
後、発信前に担当者以外の確認→投稿。

紙ベースで課内決裁をまわす。状況によっては事後決裁もある。

所定のフォーマットを用いた紙媒体による決裁。

投稿・発信する内容をテキストデータとして、紙決裁したのちに配信。

＊各項目の主な意見を抜粋して掲載

広報課長決裁【3件】

首長決裁【2件】

担当課長決裁【6件】

書面決裁（※決裁権者未記入）【4件】

担当課・広報課の２課決裁【2件】

担当課長・広報課長決裁【2件】

616 で発信する際の決裁状況は、「決裁が必要である」（ ％）が約８割を占める。

具体的な決裁方法は、自治体の規模にもよると思われるが、首長決裁が必要なところか

ら、担当課と広報課の両課長決裁、担当課長決裁のみなどさまざまである。

また、7ZLWWHU と ,QVWDJUDP など媒体や、防災など内容によって決裁方法を分けている

場合もある。さらに、緊急時などは事後決裁や口頭決裁など例外規定を定めている自治体

もある。

図表 616 で発信する際の決裁状況（6$）

 

図表 決裁方法の具体的な内容（自由記入を抜粋）
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 ③ SN Sに関する ガイ ド ラ イ ン等の運用状況

● ガイ ド ラ イ ン 等を 運用し ている 自治体は８ 割以上。 う ち、 ガイ ド ラ イ ン を 活用でき て

いる割合は７ 割弱。

● SN S発信時に注意し ているこ と は、 掲載情報のブラ ッ シュ アッ プ、 誤記載の防止など。

● 課題に感じ ている こ と は、 発信情報の精査、 定期的な投稿など運用面が多い。

ポイ ント

　 SN Sで発信する 際のガイ ド ラ イ ン等の運用ルールの整備状況は、「 ガイ ド ラ イ ン 等がある」

が８ 割以上を 占めている 。

　 ガイ ド ラ イ ン 等がある と 回答し た自治体（ 24 市町村） における 、 ガイ ド ラ イ ン の活用状

況は、「 活用でき ている 」（ 66 .7％） と 「 どち ら かと いう と 活用でき ている 」（ 29 .2％） を あ

わせた合計が95.9％と ９ 割以上を 占めている 。
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（ｎ=29）

ガイドライン等がある

82.8%

策定中で

ある

0.0%
ガイドライン等

はない

17.2%

無回答

0.0%

③616 に関するガイドライン等の運用状況

＜ポイント＞

⚫  ガイドライン等を運用している自治体は８割以上。うち、ガイドラインを活用できている

割合は７割弱。

⚫  616 発信時に注意していることは、掲載情報のブラッシュアップ、誤記載の防止など。

⚫  課題に感じていることは、発信情報の精査、定期的な投稿など運用面が大きい。

616 で発信する際のガイドライン等の運用ルールの整備状況は、「ガイドライン等があ

る」が８割以上を占めている。

ガイドライン等があると回答した自治体（ 市町村）における、ガイドラインの活用

状況は、「活用できている」（ ％）と「どちらかというと活用できている」

（ ％）をあわせた『活用できている計』が ％と９割以上を占めている。

図表 ガイドライン等の運用ルールの整備状況（6$）

■ガイドライン等の運用ルールの整備状況（6$） ■ガイドラインの活用状況（6$）

＊「ガイドライン等がある」と回答した自治体のみ 

（ｎ=24）

活用できている

66.7％

どちらかというと

活用できている

29.2％

あまり活用できていない

4.2％

全く活用できていない

0.0％

無回答

0.0％

■ガイドライン等の運用ルールの整備状況（SA） ■ガイドラインの活用状況（SA）

＊「ガイドライン等がある」と回答した自治体のみ
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（ ８ ） 広報行政の効果測定

①情報発信の取組の効果測定の実施状況

●効果測定を 行っ ている 自治体と 行っ ていない自治体が約半数ずつ。

● 具体的な効果測定方法は、「 住民アンケート 」、「 住民から の意見収集」、「 アク セス状況・

掲載結果分析」 など。

ポイ ント

　 情報発信の取組の効果測定の実施状況は、「 効果測定を 行っ ている 」（ 46 .2％） と 「 効果

測定を 行っ ていない」（ 48 .7％） がそれぞれ半数程度を 占めている 。
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（ｎ=39）

効果測定を行って

いる

46.2%効果測定を行っ

ていない

48.7%

無回答

5.1%

（８）広報行政の効果測定

①情報発信の取組の効果測定の実施状況

＜ポイント＞

⚫  効果測定を行っている自治体と行っていない自治体が約半数ずつ。

⚫  具体的な効果測定方法は、「住民アンケート」、「住民からの意見収集」、「アクセス状況・

掲載結果分析」など。

情報発信の取組の効果測定の実施状況は、「効果測定を行っている」（ ％）と「効

果測定を行っていない」（ ％）がそれぞれ半数程度を占めている。

図表 情報発信の取組の効果測定の実施状況（6$）

図表 具体的な効果測定方法（自由記入を抜粋）

住民アンケート【 件】

・毎年実施している市民意識調査にて、媒体の認知度、情報収集状況を確認。

・広報紙の内容やデザイン等に関するアンケート。

住民からの意見収集【 件】

・ホームページ内各ページ下部に、ページ評価（自由選択式）と意見入力欄を設置。

・ホームページに「ご意見・ご要望」フォームを設置。

・毎年、広報紙正月号の新春クイズの応募用紙に市の広報活動への意見や要望欄を設置。

・広報紙にて広報番組に対する意見募集を実施。

・各施設に「住民の声ハガキ」を設置。

アクセス・掲載結果分析【 件】

・フォロワー数や友だち数の推移。

・ホームページの月別のアクセス数。

・報道機関へのプレスリリースによる記事等掲載数調査。

外部事業者による分析【 件】

・外部事業者に委託し、各種媒体の評価を専門的に分析。

＊各項目の主な意見を抜粋して掲載

主な回答
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②効果測定による 効果

●効果測定による 「 効果があっ た」 が６ 割以上。

●効果測定を 行う こ と で、 各媒体のニーズや課題を 把握し 、 内容の充実を 図っ ている。

ポイ ント

　 効果測定によ る 効果は、「 効果があっ た」（ 66 .7％） が６ 割以上を 占めている。 一方、「 わ

から ない」（ 33 .3％） が３ 割以上と なっ ている。
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（ｎ=18）

効果があった

66.7%

効果はなかった

0.0%

わからない

33.3%

無回答

0.0%

②効果測定による効果

＜ポイント＞

  効果測定による「効果があった」が６割以上。

  効果測定を行うことで、各媒体のニーズや課題を把握し、内容の充実を図っている。

効果測定による効果は、「効果があった」（ ％）が６割以上を占めている。一方、

「わからない」（ ％）が３割以上となっている。

図表 効果測定による効果（ ）

＊「効果測定を行っている」と回答した自治体のみ 

図表 効果測定の具体的な効果（自由記入を抜粋）

主な内容

掲載内容について、良し悪し、提案、指導等評価してもらえる。

広報紙に対する良い評価の他、具体的な掲載要望もいただき、参考にしている。

市民にとってわかりやすい情報発信ができているか意見や感想を知ることができている。

改善点などの洗い出しができ、市報リニューアルやホームページリニューアルの参考データとして
いる。

各種媒体の強みまたは改善点が明確になり、改善点を意識したうえでの広報活動ができるように
なっている。

ホームページで集約した意見・要望をシステム改修にフィードバックしている。過去に大きく記事
等が掲載されたプレスリリースは庁内で共有し、シート作成時の参考としている。

SNSや動画チャンネルといった広報手段の認知度の低さなど、現状の課題を見つけることができて
いる。

ホームページの評価入力フォームを通じ、ページ内の齟齬や分かりにくい表現等については、担当
所管へ報告し迅速に改善を図っている。また、今後の情報発信の方向性を検討する際の参考として
も用いている。短期的にはもちろん、中長期的にも市民に分かりやすいホームページの運用体制の
構築に役立てることができている。
広報紙やホームページの認知度が高い一方で，FMラジオやSNSの認知度向上の必要性がわかった。
若い世代は広報紙などを読む割合が低く、若い世代への情報発信の方法を工夫していく必要性が認
識できた。

市民の情報ニーズや広報紙等への不満点を把握し、改善に役立てることができた。

＊主な意見を抜粋して掲載

＊「効果測定を行っている」と回答した自治体のみ
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３ 　 住民アンケート

（ １ ） 基本属性
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（n=60）

男性

50.0%

女性

50.0%

（n=60）

65歳～69歳

38.3%

70歳～74歳

33.3%

75歳以上

28.3%

（n=20,000）

男性

51.8%

女性

48.2%

（n=20,000）

20～29歳

11.2%

30～39歳

16.8%

40～49歳

23.9%

50～59歳

26.9%

60～69歳

14.4%

70歳以上

6.8%

（n=3,259）

男性

49.3%

女性

50.7%

（n=3,259）

20～29歳

19.8%

30～39歳

20.1%

40～49歳

20.1%

50～59歳

20.1%

60～69歳

12.6%

70歳以上

7.4%

３ 住民アンケート

（１）基本属性

図表 住民アンケートの回答者の属性

■スクリーニング調査の回答者の性別（6$） ■スクリーニング調査の回答者の年代（6$）

■本調査の回答者の性別（6$） ■本調査回答者の年代（6$）

図表 高齢者住民アンケートの回答者の属性

■回答者の性別（6$） ■回答者の年齢層（6$）

 

■スクリーニング調査の回答者の性別（SA） ■スクリーニング調査の回答者の年代（SA）

■本調査の回答者の性別（SA） ■本調査回答者の年代（SA）

■回答者の性別（SA） ■回答者の年代（SA）
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（ ２ ） デジタ ル通信機器やSN Sの利用状況

●普段利用し ている SN Sアプリ は、「 LIN E」 が約８ 割、「 Y ouT ub e」 が約半数で続く 。

●「 LIN E」 は70 歳以上の高齢者層においても 利用さ れている。

ポイ ント

　 普段利用し ている SN Sアプ リ は「 LIN E」 が77.6％で最も 多く 、 次いで「 Y ouT ub e」 が

52 .9％で続く 。

　 性年代別にみる と 、「 LIN E」 は男性 70 歳以上でも 53.6％、 女性 70 歳以上でも 62 .0％が

利用し ており 、 高齢者層においても 広く 利用さ れている 。

　「 SN Sアプリ は何も 使っ ていない」 人は全体で 12 .7％であり 、 こ の割合は年齢が上がる ほ

ど高く なっ ている 。
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【 参考】 高齢者のデジタ ル通信機器及び SN Sの利用状況（ 高齢者住民アン ケート より ）

　 65 歳以上の高齢者が日常的に使用し ている 通信機器は、「 スマート フ ォ ン」 が80 .0％

で最も 高く 、 次いで「 パソ コ ン 」 が 38 .3％で ある 。 一方、「 いずれも 利用し ていない」

は8.3％である。

　 また、 普段利用し ている SN Sアプリ は、 イ ン タ ーネッ ト によ る 住民アン ケート で回

答し た高齢者と 同様に「 LIN E」 が最も 高く 、 ６ 割以上を 占めている。
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【参考】高齢者のデジタル通信機器及び616の利用状況（高齢者住民アンケートより）

歳以上の高齢者が日常的に使用している通信機器は、「スマートフォン」が ％

で最も高く、次いで「パソコン」が ％である。一方、「いずれも利用していない」

は ％である。

また、普段利用している 616アプリは、インターネットによる住民アンケートで回答し

た高齢者と同様に「/,1(」が最も高く、６割以上を占めている。

図表 日常的に利用している通信機器>高齢者住民アンケート／0$@

図表 普段利用している 616 アプリ >高齢者住民アンケート／0$@
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（ ３ ） デジタ ル親和度

 ①デジタ ル推進度合い

●普段の生活において、 デジタ ルで済ませたいと 思う 人が７ 割以上。

●30 歳代以下の男性で特にその傾向が強い。

ポイ ント

　 普段の生活の中においてデジタ ルで済ませら れる こ と はでき る だけデジタ ルで済ませたい

かどう かのデジタ ル推進度合いを尋ねたと こ ろ 、「 そう 思う（ 29 .6％）」「 少し そう 思う（ 45 .7％）」

の合計は７ 割以上であっ た。

　 性年代別に「 そう 思う （ デジタ ルで済ま せたい）」 の割合を みる と 、 年齢が下がる ほど割

合は高く なっ ており 、 30 歳代以下の男性では、 ４ 割以上が「 そう 思う 」 と 回答し ている。

　 一方、 60 歳代以上の女性では「 あまり 思わない」 が約３ 割を 占める 。
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②デジタ ル情報のセキュ リ ティ に対する 不安

●デジタ ル情報のセキュ リ ティ に対する 不安を 感じ ている 割合は８ 割以上。

●年齢が高く なる ほど、 その割合は高く なっ ている 。

ポイ ント

　 デジ タ ル情報のセキュ リ テ ィ に対する 不安がある かど う かを 尋ねたと こ ろ 、「 そう 思う

（ 27 .3％）」「 少し そう 思う （ 56 .3％）」 の合計は８ 割以上であっ た。

　 性年代別に「 そう 思う （ デジタ ル情報のセキュ リ テ ィ は不安）」 の割合を みる と 、 概ね年

齢が上がる ほど割合は高く なっ ている。
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 ③デジタ ル化と セキュ リ ティ に対する意識

● 「 セキュ リ ティ に不安はあるが、 デジタ ル化を推進し たい」 が６ 割以上。 一方、「 セキュ

リ ティ に不安があり 、 デジタ ル化には慎重」 が約２ 割。

ポイ ント

　 デジタ ル推進度合いと デジタ ル情報のセキュ リ ティ に対する 不安を 軸と し て、 デジタ ル化

と セキュ リ テ ィ に対する 意識を４ 分類し た結果、「 ①セキュ リ テ ィ の不安はなく 、 デジタ ル

化を推進」 が10 .3％、「 ②セキュ リ ティ に不安はあるが、 デジタ ル化を推進」 が64 .9％、「 ③

セキュ リ テ ィ に不安はないが、 デジタ ル化には慎重」 が 6.1％、「 ④セキュ リ テ ィ に不安が

あり 、 デジタ ル化には慎重」 が18.7％。

　「 ①セキュ リ テ ィ の不安はなく 、 デジタ ル化を 推進」 し たい人は、 概ね年齢が下がる ほど

割合は高い傾向にある。 一方で、「 ④セキュ リ テ ィ に不安があり 、 デジタ ル化には慎重」 な

人は、 年齢が上がる ほど割合が高く なっ ている 。
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 【 参考】 高齢者のデジタ ル情報に対する意識（ 高齢者住民アンケート より ）

　 情報収集や手続き に関し て、 パソ コ ン やスマート フ ォ ン 等を 使っ て済ませら れる こ と

はでき るだけ済ませたいと 思う かどう かのデジタ ル推進度合いは、「 当てはまる 」 と 「 少

し 当てはまる 」 を合わせて 55 .0％で半数を超えるが、 イ ンタ ーネッ ト による住民アンケー

ト で回答し た高齢者と 比べ、「 当てはま ら ない」 の割合が高く 、 デジタ ル化に慎重な人

も いる こ と が分かる 。

　 イ ン タ ーネッ ト 上の情報や手続き はセキュ リ テ ィ に不安がある と 思う 割合は、「 当て

はま る 」「 少し 当てはま る 」 の合計が 85 .0％にのぼり 、 不安は強い。 その中で も 、「 当

てはまる 」 が４ 割を 占め、 イ ン タ ーネッ ト によ る住民アン ケート で同様に回答し た高齢

者の３ 割程度を 上回っ ている 。

　 自治体から 発信さ れる情報において、 デジタ ル情報が増えるこ と について、「 望まし い」

と 「 どち ら かと いえば望まし い」 の合計は58 .3％で半数を 超える。

　 こ のよ う に、 デジタ ル化の進展によ り 利便性が高まるこ と に対し ては肯定的な意見が

多いも のの、 セキュ リ ティ 面については不安を 抱えている こ と がう かがえる 。
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（そう思う）

26.7%
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28.3%
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21.7%
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（そう思わない）

23.3%
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当てはまる（そ

う思う）

40.0%

少し当てはまる（少しそ

う思う）

45.0%

あまり当てはまらない

（あまり思わない）

6.7%

当てはまらない（そう思わない）

8.3%

【参考】高齢者のデジタル情報に対する意識（高齢者住民アンケートより）

情報収集や手続きに関して、パソコンやスマートフォン等を使って済ませられることは

できるだけ済ませたいと思うかどうかのデジタル推進度合いは、「当てはまる」と「少し

当てはまる」を合わせて ％で半数を超えるが、インターネットによる住民アンケー

トで回答した高齢者と比べ、「当てはまらない」の割合が高く、デジタル化に慎重な人も

いることが分かる。

インターネット上の情報や手続きはセキュリティに不安があると思う割合は、「当ては

まる」「少し当てはまる」の合計が ％にのぼり、不安は強い。その中でも、「当て

はまる」が約４割を占め、インターネットによる住民アンケートで同様に回答した高齢者

の３割程度を上回っている。

自治体から発信される情報において、デジタル情報が増えることについて、「望まし

い」と「どちらかといえば望ましい」の合計は ％で半数を超える。

このように、デジタル化の進展により利便性が高まることに対しては肯定的な意見が多

いものの、セキュリティ面については不安を抱えていることがうかがえる。

図表 高齢者のデジタル情報に対する意識 >高齢者住民アンケート／6$@

■デジタル推進度合い ■デジタル情報のセキュリティに対する不安

■自治体から発信される情報のデジタル化に対する考え

■デジタル推進度合い

■自治体から発信される情報デジタル化に対する考え

■デジタル情報のセキュリティに対する不安
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　 デジタ ル推進度合いと デジタ ル情報のセキュ リ ティ に対する 不安を 軸と し て、 デジタ ル化

と セキュ リ ティ に対する 意識を ４ 分類に整理し 、 住民アン ケート の全世代と 高齢者住民アン

ケート の結果を 反映し た。 高齢者は「 ④セキュ リ ティ の不安があり デジタ ル化には慎重」 の

割合が全世代の結果に比べて高い。

62 

（ｎ=60）

①セキュリティの不安はなく、デジタル化

を推進（なるべくデジタルで済ませたい）

8.3%

②セキュリティに不安

はあるが、デジタル化

を推進（なるべくデジタ

ルで済ませたい）

46.7%

③セキュリティに不安はないが、デジタル化には慎重

（なるべくデジタルで済ませたいとは思わない）

6.7%

④セキュリティに不安があ

り、デジタル化には慎重

（なるべくデジタルで済ま

せたいとは思わない）

38.3%

デジタル推進度合いとデジタル情報のセキュリティに対する不安を軸として、デジタル

化とセキュリティに対する意識を４分類に整理し、住民アンケートの全世代と高齢者住民

アンケートの結果を反映した。高齢者は「④セキュリティの不安がありデジタル化には慎

重」の割合が全世代の結果に比べて高い。

図表 デジタル化とセキュリティに対する意識の４分類

図表 高齢者のデジタル化とセキュリティに対する意識 >高齢者住民アンケート／6$@

 

デジタル化を

推進

デジタル化には

慎重

デジタル情報の

セキュリティに不安はない

デジタル情報は

セキュリティに不安がある

‒①

‒セキュリティの不安はなく

‒デジタル化を推進

 ‣ ‒•†‥％（高齢者 †‥％）

‒②

‒セキュリティに不安はあるが

‒デジタル化を推進

        ‒…† ％（高齢者 … † ％）

‒④

‒セキュリティに不安があり

‒デジタル化には慎重

   ‣ ‒†％（高齢者 ‥†‥％）

‒③

‒セキュリティに不安はないが

‒デジタル化には慎重

    ‣ ‒†％（高齢者 †％）

デジタル情報の

セキュリティに不安がある
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（ ４ ） 自治体情報の受信方法と 見ない理由

 ①自治体情報の受信方法

● 自治体情報の受信方法は、「 公式ホームページ」 と 「 広報紙（ 紙）」 がと も に６ 割程度。

● 「 市町村公式 T w itter」 は、 自治体では主な情報発信媒体と し て挙げら れているも のの、

住民では受信し ている 割合が低い。

● 性年代別では、 若年層は「 公式ホームページ」、 高齢層は「 広報紙（ 紙）」 が多い。

● 年齢が下がるほど、「 お住まいの市町村から の情報を 見ていない」 人が多い。

ポイ ント

　 直近の１ 年間の自治体情報の受信方法を尋ねたと こ ろ、「 公式ホームページ」 が58 .8％、「 広

報紙（ 紙）」 が56 .5％で続く 。 一方、「 市町村公式T w itter」 は5 .1％にと どまる。

　 性年代別にみると 、 若年層は「 公式ホームページ」 の割合が高く 、 高齢層は「 広報紙（ 紙）」

の割合が高い。 年齢が下がる ほど「 お住まいの市町村から の情報を 見ていない」 人が多く 、

20 歳代の男性の31 .3％、 女性の24 .0％が見ていないと 回答し ている。
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②自治体情報を 見ない理由

● 自治体情報を 見ない理由は、「 地域情報に興味関心がない」、「 情報が届いていない」 な

ど。

ポイ ント

　 自治体情報を 見ていない人に対し て見ていない理由を 尋ねたと こ ろ 、「 地域情報に興味関

心がないから 」 が 29.0％で最も 多く 、 次いで「 市町村から の情報が届いていな いから 」 が

27 .3％、「 自分に必要な情報（ 役に立つ情報） がないから 」 が16.5％で続く 。

　 性年代別にみる と 、 比較的若い世代は「 地域情報に興味関心がないから 」 の割合が高い。

一方、 女性の30～60 歳代では「 市町村から の情報が届いていない」 が高く なっ ている。
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（ ５ ） 災害時の情報の受け取り 方

● 災害発生時にリ アルタ イ ムで発信さ れる 情報の入手手段は、「【 ス マホ・ タ ブ レ ッ ト 】

市町村公式ホームページ」、「 テレ ビ」、「 防災無線」 など。

ポイ ント

　 災害時、 リ アルタ イ ムで発信さ れる情報の入手手段を 尋ねたと こ ろ 、「【 スマホ・ タ ブレ ッ

ト 】 市町村公式ホームページ」 が41 .8％で最も 多く 、 次いで「 テレ ビ 」 が33 .9％、「 防災無

線」 が26.4％で続く 。

　 性年代別にみる と 、 50 歳代までは「【 スマホ・ タ ブレ ッ ト 】 市町村公式ホームページ」 が

最も 多いが、 60 歳以上は「 テレ ビ」 が最も 多く なっ ている。 また、「 防災無線」 は年齢が上

がる ほど割合が多く なっ ている。
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（ ６ ） 受け取っ たこ と がある自治体情報

①情報種類別の受信状況

● 受け取っ たこ と がある 自治体情報は、「 行政一般情報」、「 手続き ・ 申請に関する 情報」

などが多い。

ポイ ント

　 直近１ 年間で受け取っ た自治体情報の種類を 尋ねたと こ ろ 、「 行政一般情報」 が91 .1％で

最も 多く 、 次いで「 手続き ・ 申請に関する 情報」 が74.8％、「 いざと いう と き に備える ため

の情報」 が66 .2％で続く 。

　 70 歳以上では、「 参加呼びかけ・ 募集に関する情報」 を 受け取っ た割合が高く なっ ている。
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②自治体情報の受け取り 方

●自治体情報の受信媒体は、「 公式ホームページ」、「 広報紙（ 紙）」 などが多い。 そのほか、

①行政一般情報、 ②参加呼びかけ・ 募集情報は、「 回覧板・ チラ シ」

③手続き ・ 申請情報は、「 通知文（ 通知書）」

④いざと いう と き の備え情報は、「 防災無線」

⑤緊急時にリ アルタ イ ムで配信さ れる 情報は、「 防災無線」、「 緊急速報エリ アメ ール」

などの割合が高い。

ポイ ント

　 情報の種類別の受け取り 方について尋ねたと こ ろ 、 いずれの情報も 「 公式ホームページ」、

「 広報紙（ 紙）」 が多く なっ ている 。

　 ①行政一般情報、 ②参加呼びかけ・ 募集に関する 情報、 ④いざと いう と き に備えるための

情報は、「 広報紙（ 紙）」 が最も 多い。 一方、 ③手続き ・ 申請に関する情報、 ⑤緊急時にリ ア

ルタ イ ムで配信さ れる 情報は、「 公式ホームページ」 が最も 多く 、 情報の種類によ っ て受信

媒体が異なる 。

　 そのほか、 ①行政一般情報と ②参加呼びかけ・ 募集に関する 情報は「 回覧板・ チラ シ」、

③手続き ・ 申請に関する 情報は「 通知文（ 通知書）」、 ④いざと いう と き に備える ための情報

は「 防災無線」、 ⑤緊急時にリ アルタ イ ムで配信さ れる 情報は「 防災無線」、「 緊急速報エリ

アメ ール」 などの割合が高く なっ ている 。

市
町
村
か
ら
の
メ
ー
ル
配

信
（
メ
ル
マ
ガ
含
む
）
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 【 参考】 高齢者における自治体情報の受け取り 方（ 高齢者住民アン ケート よ り ）

　 高齢者にお ける 自治体情報の受信方法は、 ①行政一般情報は、「 広報紙（ 紙）」 が

78 .3％で 最も 高く 、 次い で「 回覧板・ チ ラ シ」 が 38.3％、「 公式ホ ー ムペ ー ジ」 が

16 .7％である。

　 ②参加呼びかけ・ 募集に関する 情報や、 ④いざと いう と き に備えるための情報も 、 同

様の傾向である。

　 こ れに対し 、 ③手続き ・ 申請に関する 情報は、「 直接電話若し く は市役所等に訪問し

問合せし た」 が 23.3％、「 公式ホームページ」 が 16.7％で、「 回覧板・ チラ シ」 よ り も

利用さ れている。

　 ⑤緊急時にリ アルタ イムで配信さ れる情報は、「 防災無線（ 街なかに流れるアナウンス）」

が 50 .0％にのぼる 。 また「 市町村のSN S」 を 利用する 割合は13.3％と １ 割を 超え、 平

常時に比べる と 利用率が高まる傾向がみら れる。

　 イ ン タ ーネッ ト によ る 住民アン ケート の全世代と 比べ、「 公式ホームページ」 の割合

が低く 、「 広報紙（ 紙）」、「 回覧板・ チラ シ」 などの紙媒体の利用率が高い。
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（ ７ ） デジタ ル媒体のメ リ ッ ト ・ デメ リ ッ ト

● デジタ ル媒体は、「 最新情報を得ら れる 」 が評価さ れている 。 そのほか、「 一覧性がある」、

「 検索ができ る」、「 情報量が適切」、「 関連情報も 得やすい」、「 どこ から でも 情報にアク

セスでき る 」 などがメ リ ッ ト と し て挙げら れている。

● 一方、 デメ リ ッ ト は「 ネッ ト 環境が無い場所では見ら れない」、「 いつ更新し たのか気

付き にく い」、「 知り たい情報がどこ にあるのか探し にく い」 などが挙げら れている 。

ポイ ント

　 デジタ ル媒体のメ リ ッ ト を 尋ねたと こ ろ、「 最新情報を 得ら れる」 が評価さ れている。 広

報紙（ 電子版） では「 一覧性がある 」 が最も 評価さ れている。

　 また、 公式ホームページ、 公式Instag ram や公式専用アプリ では、「 検索ができ る 」、 メ ー

ル配信や公式LIN E では「 情報量が適切」 などの割合が高い結果と なっ た。

　 動画配信では、「 関連情報も 得やすい」、「 どこ から でも 情報にアク セスできる 」 などがメ リ ッ

ト と し て挙げら れている 。

　 一方、 デメ リ ッ ト を 尋ねたと こ ろ、「 ネッ ト 環境が無い場所では見ら れない」 を 課題と し

ている媒体が多い。 他に、 公式ホームページでは、「 いつ更新し たのか気付き にく い」 や「 知

り たい情報がどこ にある か探し にく い」、 公式LIN E、 In stag ram 、 動画配信では、「 あと で

情報を 見返し にく い」 などの割合が高い結果と なっ た。
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図表67　デジタル媒体のデメリット［住民アンケート本調査／MA＊直近１年間で情報を受け取った人のみ］
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（ ８ ） アナロ グ媒体のメ リ ッ ト ・ デメ リ ッ ト

● アナロ グ媒体は、「 世代問わず利用でき る 」 が評価さ れている。 そのほか、「 いつ届い

たのか気付き やすい」、「 手元においておける 」 など。

● 一方、「 保管場所が必要である 」、「 検索ができ ない」 などが課題と し て挙げら れる 。

ポイ ント

　 アナロ グ媒体のメ リ ッ ト を 尋ねたと こ ろ 、「 いつ届いたのか気付き やすい」「 手元において

おける」「 世代問わず利用でき る 」 などの割合が高い。

　 一方、 デメ リ ッ ト は、「 検索ができ ない」「 保管場所が必要である 」 などの割合が高い結果

と なっ た。
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（ ９ ） 最も 満足し ている媒体・ 最も 不満な媒体

● 最も 満足及び不満な媒体は、 と も に「 広報紙（ 紙）」、「 公式ホームページ」。 利用さ れ

ている 割合が高いため、 満足・ 不満と し て挙げら れる 割合も 高く なっ ている。 ただし 、

最も 不満な媒体は、 すべての情報において「 不満な入手手段はない」 が 7 割を 超えて

いる。

● そのほか、 緊急時のリ アルタ イ ム情報は、「 緊急速報エリ アメ ール」 は満足が高い一方、

「 防災無線」 は不満に感じ ている人が一定数いる。

ポイ ント

　 最も 満足し ている 媒体を 尋ねたと こ ろ 、 参加呼びかけ・ 募集に関する 情報を 除く 情報にお

いて、「 公式ホームページ」 が高い割合と なっ た。 次いで「 広報紙（ 紙）」 も 多く の情報で高

い割合と なっ ているが、 緊急時にリ アルタ イ ムで配信さ れる情報においては、「 広報紙（ 紙）」

の割合が低く 、「 緊急速報エリ アメ ール」 の割合が高く なっ ている 。

　 最も 不満な媒体を 尋ねたと こ ろ 、 すべての情報において「 不満な入手手段はない」 が高い

割合と なっ ており 、 不満な媒体と し て「 広報紙（ 紙）」「 公式ホームページ」 がそれに続く 。

ま た、 緊急時にリ アルタ イ ムで配信さ れる 情報においては、「 防災無線」 の割合が高く なっ

ている。
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（ 1 0 ） 今後の要望

● 自治体情報に望む機能は、「 知り たい情報を モバイ ル機器から 見ら れる」、「 知り たい情

報の検索ができ る 」 など

ポイ ント

　 自治体情報を 受け取る際に望む機能は、「 知り たい情報を モバイ ル機器から 見ら れる」、「 知

り たい情報の検索ができ る 」 などの割合が高い。

　 そのほか、 情報の種類ごと に要望が異なり 、 ①行政一般情報、 ②参加呼びかけ・ 募集に関

する 情報では、「 知り たい情報を 紙で受け取れる 」 が高い。

　 また、 ③手続き ・ 申請に関する 情報では「 お知ら せ情報から そのまま申込・ 手続き ができ

る 」、 ④いざと いう と き に備える ための情報、 ⑤緊急時にリ アルタ イ ムで配信さ れる 情報で

は「 リ アルタ イ ムで最新情報を 知ら せてく れる 」 が高い割合と なっ ている 。
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 【 参考】 高齢者における デジタ ル情報についての今後の利用意向（ 高齢者住民アン ケー

ト よ り ）

　 自治体から 発信さ れる デジタ ル情報について、「 積極的に利用し たい」 と 「 どち ら か

と いえば積極的に利用し たい」 の合計と 、「 あまり 利用し たく ない」 と 「 利用し たく ない」

の合計はそれぞれ半数と 意見がわかれる 。

　 どのよう な支援があれば利用するかについて、「 使い方を 教えても ら えれば利用する」、

「 安全に利用でき る のであれば利用する」 がそれぞれ43 .3％で、 前述の結果が示すよ う

に利便性に対する 期待と 、 安全性に対する 不安が共存し ている 。

　 一方、「 紙の情報があるう ち は利用し たく ない」 は36 .7％と なっ ている。
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（ 1 1 ） 望まし い組合せのイ メ ージ

●望まし い組合せは、 各アナログ媒体×「 公式ホームページ」 が最も 多い。

●その他、 紙媒体×「 広報紙（ 電子版）」、 防災無線×「 公式LIN E」 や「 メ ール配信」。

ポイ ント

　 望ま し い媒体の組合せについて尋ねたと こ ろ、「 公式ホームページ」 と 各アナロ グ媒体の

組合せに対する要望が多く みら れた。

　 そのほか「 広報紙（ 紙）」「 通知文（ 通知書）」「 回覧板・ チラ シ」 などの紙媒体と 「 広報紙

（ 電子版）」「 市町村から のメ ール配信（ メ ルマガを 含む）」「 市町村公式 LIN E」 など のデジ

タ ル媒体と の組合せの割合が高い。

　 ま た、「 防災無線」 は「 市町村から のメ ー ル配信（ メ ルマ ガ を 含む）」、「 市町村 公式

LIN E」、「 市町村公式T w itter」、「 市町村公式専用アプ リ 」 など テ キスト や画像を 用いて情

報を補完する媒体と の組合せを要望する割合が他の媒体より も 高い。 一方、「 ケーブルテレビ」、

「 コ ミ ュ ニティ FM 」 などの映像・ 音声を用いた媒体は、 他の媒体に比べて「 特に希望はない」

の割合が高い。
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 【 参考】 自治体から 受け取る 情報について便利だと 考える も の（ 高齢者住民アン ケート

より ）

　 高齢者が、 今後、 自治体から 受け取る情報について便利だと 考えるも のについて 、「 お

知ら せの画面から そのまま申込・ 手続き ができ る」 が60 .0％で最も 高く 、 次いで、「 定

期的に知り たい情報が届く 」 が 50 .0％である。 デジタ ルなら ではのシームレ スな操作

性と 、 自分用に最適化さ れた情報が、 適切な頻度で届けら れる かたち の情報提供にニー

ズがある 。
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【参考】自治体から受け取る情報について便利だと考えるもの（高齢者住民アンケート

より）

高齢者が、今後、自治体から受け取る情報について便利だと考えるものについて、「お

知らせの画面からそのまま申込・手続きができる」が ％で最も高く、次いで、「定

期的に知りたい情報が届く」が ％である。デジタルならではのシームレスな操作性

と、自分用に最適化された情報が、適切な頻度で届けられるかたちの情報提供にニーズが

ある。

図表 今後、自治体から受け取る情報について便利だと考えるもの>高齢者住民アンケート／0$@
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（ 1 2 ） 情報が伝わり にく い住民（ 外国人、 障害者） への調査

①ボラ ンティ アの協力のも と 、 外国人に向けて自治体情報提供（ 国分寺市国際協会、 国分寺市）

 

 

● 国分寺市国際協会（ 以下、 国際協会と 記載） が2020 年3 月まで発行の「 生活情報誌」

と 「 K IA 2 短信」 では、 日常的によく 使う 日本語を 外国人に覚えてほし い、 また、 原文

を やさ し い日本語 3 に大き く 書き 替えてし ま う と 、 解釈の確認に時間を 要する こ と な

どから 、 やさ し い日本語の考え方を ベースにし た"平易な日本語"にふり がなを つけて

記述し ていた。

● インタ ーネッ ト から 情報を得ている外国人が多く 、 Faceb ook 上には出身国ごと のコ ミ ュ

ニティ グループがある 場合も 多い。 各国語でフ リ ーペーパーを 出し ている メ ディ アも

ある。

● さ まざまな媒体はある が知人から の情報が効果的。 普段から のつながり が重要。

● 現在、 国際協会と 国分寺市人権平和課で連携し 、 市報記事の一部を やさ し い日本語・

英語・ 中国語に翻訳し てホームページに公開し ている。 同ページにリ ンク する Q R コ ー

ド を 紙の市報に掲載し たと こ ろ 、 アク セス数は倍増。

ポイ ント

生活情報誌と KIA 短信（ 国分寺市国際協会）

　「 生活情報誌」 は市報の一部を 抜粋し 、 外国人にわかり やすいよ う に平易な日本語で書き

替えたも ので、 2004 年から 発行し てき た。 当初は国際協会についての情報を発信する 「 K IA

短信」 と 別に発行し ていたが、 その後両媒体を 両面 1 枚にまと めて発行する よ う になっ た。

公共施設への設置や、 会員への配付を 実施。

　 その後、 市のホームページに自動翻訳機能が追加さ れたこ と や、 在住外国人の増加に伴う

協会活動の増加も あり 、 活動を 見直し 。 2020 年度から 「 生活情報誌」・「 K IA 短信」 と も に

発行を 中止し た。 中止前の発行部数は月150 部。

　 生活情報誌・ K IA 短信はやさ し い日本語と 標準の日本語の間に位置する、 やや平易な日

本語にふり がなを つける 方法で記述し ていた。 やさ し い日本語で記述する ためには原文を か

み砕く のに時間がかかる う えに、 市報原文から 大き く 言葉を 変える こ と になる と 情報発信元

組織概要

（ 国分寺市

国際協会）

1991 年、 外国人市民と の交流及び地域に根差し た国際化推進を 目的に設立。

現在、 国分寺市在住の外国人数は約 2,600 人、 人口比2％で、 人口比でみる

と 多摩地区では平均的な人数。 会員数は 340 名（ 内外国人 60 名） ほど で、

外国人会員の多く は日本語教室に参加し ている。

調査趣旨
自治体による外国人向け情報発信の取組方法や外国人住民自身の情報取得の

状況、 情報ニーズ等を 調査。

２   K okub un j i  I n tern a tion a l A ssocia tio n の頭文字。

３    普通の日本語よ り も 簡単で、 外国人にも わかり やすい日本語。 阪神淡路大震災で被災し た外国人の中には日

本語も 英語も 十分に理解でき ず必要な情報を 受け取る こ と ができ ない人も いた教訓から 、 災害発生時に適切

な行動を と れる よ う に考え出さ れたのが始まり 。 現在は平時における 外国人への情報提供手段と し ても 研究

さ れている 。
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の市の担当課に解釈の確認を する 必要があり 、 毎月の発行への対応が難し く なる 。 また、 日

本人会員も 読む機会がある こ と 、 日常でよ く 使用する日本語は外国人会員に覚えても ら いた

い、 と いう こ と を 考慮し 、 漢字は辞書などで調べやすいよう ふり がなを 追加、 情報を 整理し 、

長文は箇条書き に書き 直すなど、 外国人に読みやすいよ う 工夫も さ れていた。

　 多言語に翻訳する 方法も あるが、 毎月の対応は大変で、 ボラ ン ティ アがその翻訳を 担う の

は難し い。

外国人が情報を 得ている 媒体（ 国分寺市国際協会）

　 基本的にはイ ン タ ーネッ ト 上で情報を 得ている 人が多く 、 Facebook では出身国ごと のコ

ミ ュ ニティ グループがある 場合も 多い。 スマート フ ォ ン を 持っ ている人は多いが、 国際協会

のホームページのスマート フ ォ ン から のアク セスが際立っ て多いわけではない。

　 日本在住の外国人向けに、 スペイ ン語やタ ガロ グ語など各国語でフ リ ーペーパーを 出し て

いる エスニッ ク メ ディ ア 4 も ある 。 そう し たエスニッ ク メ ディ アに対し 、 国際協会から 外国

人相談会のお知ら せを 掲載依頼し たこ と も ある 。 掲載後は各言語による 問合せも 多い。 さ ま

ざまな媒体はある が、 結局は知人から の情報提供が一番効果的で、 普段から のつながり やコ

ミ ュ ニケーショ ンが重要である。 外国人への情報提供の方法については国際協会でも 模索中。

■生活情報誌（ 左） と KIA 短信（ 右）。 両面印刷で発行し 公共施設に設置し ていた。

（ 国分寺市国際協会提供）

4   エスニッ ク メ ディ アと は、 日本に住む外国人向けに発行さ れている新聞・ 雑誌・ ラ ジオ・ テレ ビなどのメ ディ

アを 指す。 イ ン タ ーネッ ト を利用し て情報を 発信する も のも ある 。
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ホームページ・ 広報紙の多言語対応（ 国分寺市人権平和課）

　 こ れまで国分寺市では主に国際協会が外国人支援を 行っ ていたが、 現在は国際協会と 市の

人権平和課で連携し 、 定期的に市報記事の一部を翻訳し てホームページに公開する取組を行っ

ている。 市報の翻訳は、 やさ し い日本語・ 英語・ 中国語の３ 言語で行い、 翻訳に携わっ たボ

ラ ン ティ アへは謝礼を 用意し ている 。

　 また 2020 年度より 、 市報の１ 面には外国人向けの枠が新たに設けら れ、 言語別のQ R コ ー

ド から 市のホームページの各言語のページに飛べる よ う になっ た。 Q R コ ード 掲載後、 ホー

ムページのアク セス数は倍増し た。

　 英語ページへのアク セス数が多いが、 最近は中国語ページへのアク セスも 増えてき た。 急

いで周知し なければなら ない情報などは、 ボラ ン ティ アに翻訳を 依頼する 時間がないため、

やさ し い日本語のみの対応になる こ と も 考えら れる が、 現状は３ 言語で対応でき ている 。

　 庁内では、 人権平和課が国際協会と 各課と の間の仲介役と なっ ている 。 多言語化が必要な

内容を あら かじ め各課に申告し ても ら う よ う な仕組みを 作っ ている 。 各課から の申し 出がな

い場合は、 人権平和課が必要と 判断し た記事を 担当課と 調整の上、 多言語化を 行っ ている 。

逆に多言語化し たいと いう 要望が翻訳ボラ ンティ アのキャ パシティ ーを 超える 場合には、 項

目を 取捨選択する か自動翻訳し ているページに飛ばすよ う にし ている。 応募時期が決まっ て

いる 保育園の入園案内などのお知ら せは、 優先的に多言語化し ている。

■市報に掲載さ れた Q R コ ード 。 それぞれの言語のホームページに飛ぶ仕組み。

出典： 市報国分寺（ 国分寺市）
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②視覚に障害がある 方への自治体情報提供のあり 方について（ 日本盲人社会福祉施設協議会

／社会福祉法人東京点字出版所）

 

組織概要

日本盲人社会福祉施設協議会は1953（ 昭和28） 年発足。 分野別に、 点字出

版部会、 情報サービス部会、 自立支援施設部会、 生活施設部会、 盲人用具部

会の５ つの部会があり 、 関連する施設が加盟し ている。 点字出版部会に加盟

し ているのは25 施設で、 社会福祉法人と 任意団体が大半である。

社会福祉法人東京点字出版所は日本盲人社会福祉施設協議会の設立当初から

加盟し ている。 代表の肥後氏は点字出版部会の部会長を 務める 。

調査趣旨
視覚に障害がある方によ る、 点字広報を はじ めと する自治体情報発信に対す

る評価やニーズ、 また制作側の実態等の把握。

 

● 近年は疾病のため高齢になっ て失明する 人が増え 、 点字を 覚える こ と が難し い人が増

えている 。

● 音声と 文字情報には質的な違いがあり 、 リ テラ シーも 人によ っ て異なる 。 どのよ う な

状況で情報を 受け取る かは予想でき ないため、 分野によ っ て発信媒体を 分ける べき で

はない。

● 録音資料のニーズは増加が見込まれる も のの、 自治体から の情報であれば、 同じ 情報

を 点字、 拡大文字、 録音など、 マルチソ ースによ る提供が望まれる。

ポイ ント

点字資料と 録音資料の比較

　 視覚障害者が情報を 得る 手段は点字、 拡大文字、 録音の３ つがある。 近年は疾病によ り 高

齢になっ て失明する人が増加し 、 点字を 覚えるこ と が難し い人が増えてき ている。 そのため、

平成に入っ てから 情報を 伝える手段と し て録音資料が多く なっ ている。 また、 全体的な出生

率の低下によ り 視覚障害者自体の人数が減っ ている こ と や、 全盲よ り 弱視者の割合が増えた

こ と で拡大文字を 読む人も いるこ と も 、 点字によ っ て情報を 得る 人が減少し ている 理由のひ

と つと し て挙げら れる。

　 録音資料の主流はデジタ ル図書で、 国際標準規格である D A ISY （ アク セシブルな情報シ

ステム） 公認のツ ールによ っ て作成可能なデジタ ル図書は、 CD １ 枚につき 50 時間程度収

録でき る 。 点字を 好む障害者の意見と し ては、 読むこ と 自体が好き と いう 声や、 音声だと 味

気ない、 新聞や広報紙などは全部を 聞く よ り 点字で必要な箇所だけ読みたいと いっ た声が挙

げら れる 。

自治体によ る 点字広報の制作の現状

　 東京点字出版所では三鷹市の点字広報を 毎月十数部出版し ている 。 亜鉛板で版を 作っ て印

刷を 行っ ており 、 制作期間は一週間程度。

　 点字広報は人口の多い地域や政令指定都市でない限り 発行部数は少なく 、 減少傾向である 。

多く の自治体はボラ ンティ アが点字広報の作成を 担っ ているが、 ボラ ン ティ アの高齢化によ

り 、 出版所へ切り 替えのための見積依頼が来る こ と がある 。 し かし 、 点字出版には公的補助

が出ないため高額になる。 １ ページに印刷でき る 点字の文字数は30 マス 17 行と 決まっ てお

り 費用は出版物のページ数によっ て変わる 。
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　 点字広報を 作成するよ り 録音する 方が時間がかかる。 読み手に使用さ れている 漢字を どう

説明する か等を 録音前に下調べを する必要があり 、 １ 時間の録音に３ 時間く ら いの時間がか

かる 。 イ ン ト ネーショ ン が正し く ない部分のみ録音し なおし て再編集し たり 、 頭出し 用に音

声に印づけを 行っ たり する など、 編集作業にも 時間がかかる。

 

同協議会が行っ た点字版自治体広報紙に関する 実態調査

　 点字広報の利用者は減っ ており 、 こ れから も 経年的に減っ ていく と 思われる 。 点字の需要

が少ない中、 わずかな需要に対し て自治体側も 点字広報の対応が難し い状況が考えら れる 。

また家族と 同居し ていれば代読し ても ら う こ と も でき る し 、 自治体ホームページを 音声で聞

いている 人も 多いため、 必ずし も 点字広報が必要と いう わけではない。 日常生活や仕事の場

面においては、 ウェ ブサイ ト やテキスト データ を 音声読み上げ機能で聞く こ と ができ る 。

視覚障害者が受け取り やすい自治体情報のあり 方（ 東京点字出版所で働く 視覚障害者ご本人

から の回答）

　 音声で情報を聞き 取る方が即時性に優れる反面、 文字情報の方が内容を正確に理解でき る 。

また視覚障害者のリ テラ シーも さ まざまである ため、 自治体から の情報であれば、 同じ 情報

を 点字、 拡大文字、 録音など、 マルチソ ースで提供する こ と が望まれる 。 デジタ ル音声機器

を 利用する 人は増える と 考えら れる が、 点字も ブレ イ ルメ モ 5 等のデジタ ル機器で読むこ と

ができ 、 またその利便性は音声に劣るも のではない。 そのため、 音声資料の増加が点字資料

利用の減少に影響するこ と はないのではないか。 音声と 点字を 含む文字情報には質的な違い

があると 考える。 どのよ う な状況で情報を 受け取る かは一概には予想でき ないため、 発信媒

体を 情報の分野によ っ て分ける こ と は望まし く ない。

５   ブレ イ ルメ モは点字ディ スプレ イ。 ピ ン が上下に動いて点字を 表示する。 パソ コ ン と 接続する と 、 文字情報

を 点字表示し 、 メ ールやイ ン タ ーネッ ト が利用でき る 。 パソ コ ン と 接続し なく ても 、 メ モ機や読書器など 多

様な使い方ができ る 。 ケージーエス株式会社の製品。

■点字印刷のための亜鉛板。 表と 裏で行の高さ を 変える こ

と で両面印刷も 可能。（ 社会福祉法人東京点字出版所提供）




